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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

  

 
(注) １. 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２. 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。 

３. 当社は、平成24年６月末日をもって、連結子会社であった株式会社ステップアップが展開するサービスオフ

ィス事業から撤退したことに伴い、当第１四半期累計期間より四半期連結財務諸表を作成しておりません。

なお、前連結会計年度までは連結財務諸表を作成しているため、前第１四半期累計期間に代えて前第１四半

期連結累計期間について記載しております。 

  
  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第28期

第１四半期
連結累計期間

第29期
第１四半期
累計期間

第28期

会計期間
自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日

自  平成24年４月１日 
至  平成24年６月30日

自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日

売上高 (千円) 4,706,088 2,690,443 13,781,691 

経常利益 (千円) 207,244 98,484 460,413 

四半期(当期)純利益 (千円) 230,995 97,129 444,735 

持分法を適用した 
場合の投資利益 

(千円) ― ― ―

資本金 (千円) 854,500 854,500 854,500 

発行済株式総数 (株) 99,573,685 99,573,685 99,573,685 

純資産額 (千円) 1,120,312 1,439,062 1,342,679 

総資産額 (千円) 8,125,850 6,566,770 6,812,684 

１株当たり四半期 
(当期)純利益金額 

(円) 2.32 0.98 4.47 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額 

(円) 2.02 0.82 3.90 

１株当たり配当額 (円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 13.79 21.91 19.71 
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当第１四半期累計期間において、当社が営む事業の内容に重要な変更はありません。 

なお、平成24年６月末日をもって、連結子会社であった株式会社ステップアップが展開するサービスオ

フィス事業から撤退しております。当該子会社は、その資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシ

ュ・フローその他の項目からみて、連結の範囲から除いても当企業集団の財政状態、経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとして、当第１四半期累

計期間より連結の範囲から除外しております。 

  

２ 【事業の内容】
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第２ 【事業の状況】 

当第１四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項の

うち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記

載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。 

なお、重要事象等は存在しておりません。 

  

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。 

  
(1) 業績の状況 

当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災からの復興需要を背景に企業収益や個人消

費に回復の兆しがみられるものの、欧州債務危機による世界経済の減速や長引く円高による輸出の伸び悩

みに加え、電力供給問題等による景気の下振れが懸念され、依然として先行き不透明な状況となっており

ます。 

 当社が属する住宅不動産業界におきましては、景気低迷に伴う個人所得の減少、雇用情勢の悪化等に起

因した個人の住宅投資意欲の低下が懸念されましたが、各種住宅取得優遇政策や住宅ローン金利の低下等

が後押しとなり、首都圏エリアにおけるマンション・戸建市場は安定的かつ底堅い住宅需要が続いており

ます。 

 このような状況の中、当社は、「株式会社新日本建物 事業再生計画」を達成すべく、当第１四半期累

計期間におきましても、流動化事業における専有卸物件及びマンション販売事業における買取再販物件な

どの販売活動に注力するとともに、新規事業用地の仕入活動を積極的に進め、たな卸資産の積み上げを図

ってまいりました。 

この結果、当社の当第１四半期累計期間の売上高は26億90百万円、営業利益は１億42百万円、経常利益

は98百万円、四半期純利益は97百万円となりました。 

なお、平成25年３月期第１四半期累計期間より非連結決算に移行したことから、前年同四半期累計期間

との比較分析は行っておりません（一部参考として記載しております）。 

  

セグメントの業績は以下のとおりであります。 

  

（流動化事業） 

当第１四半期累計期間における流動化案件の販売件数は、前年同四半期と同様の２件となり、売上高は

６億96百万円となりました。営業損益は、営業利益45百万円となりました。 

  

（マンション販売事業） 

当第１四半期累計期間においては、現有販売用不動産の販売活動に注力したものの、販売戸数は前年同

四半期比２戸減の45戸となり、売上高は17億54百万円となりました。営業損益は、営業利益２億12百万円

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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となりました。 

  

（戸建販売事業） 

当第１四半期累計期間においては、一団の戸建用地の引渡しが完了したことにより、販売棟数は宅地分

譲を含む22棟となり、売上高は２億29百万円となりました。営業損益は、営業損失14百万円となりまし

た。 

  

（その他） 

当第１四半期累計期間は、コンサルティング事業関連売上高が前年同四半期と比べ減少したことなどか

ら、売上高は９百万円となりました。営業損益は、営業利益５百万円となりました。 

  

(2) 財政状態の分析 

（資産） 

当第１四半期会計期間末における総資産は、前事業年度（以下「前期」という）末と比べ２億45百万円

減少（前期比3.6％減）し、65億66百万円となりました。流動資産は２億70百万円減少（前期比4.5％減）

し、57億34百万円となり、固定資産は24百万円増加（前期比3.0％増）し、８億31百万円となりました。 

流動資産の主な減少要因は、現金及び預金が３億69百万円減少（前期比22.6％減）した一方、前渡金が

64百万円増加（前期比65.5％増）したこと及び未成工事支出金が10百万円増加したことによるものであり

ます。 

 固定資産の主な増加要因は、本社移転等に伴い建物が20百万円増加（前期比45.6％増）したことによる

ものであります。 

  

（負債） 

当第１四半期会計期間末における負債は、前期末と比べ３億42百万円減少（前期比6.3％減）し、51億

27百万円となりました。流動負債は４億89百万円減少（前期比15.5％減）し、26億56百万円となり、固定

負債は１億46百万円増加（前期比6.3％増）し、24億71百万円となりました。 

流動負債の主な減少要因は、短期借入金が２億64百万円減少（前期比14.8％減）し、１年内返済予定の

長期借入金が１億86百万円減少（前期比27.3％減）したことによるものであります。 

固定負債の主な増加要因は、長期借入金が前期比１億44百万円増加（前期比6.4％増）したことによる

ものであります。 

  

（純資産） 

当第１四半期会計期間末における純資産合計は、前期末と比べ96百万円増加（前期比7.2％増）し、14

億39百万円となりました。主な増加要因は、四半期純利益により利益剰余金が97百万円増加（前期比

21.8％増）したことによるものであります。 

  
  

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期累計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はありません。 
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(4) 研究開発活動 

該当事項はありません。 
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第３ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

 
(注) 当社は定款第６条に当社の発行可能株式総数は245,300,000株とする旨を定めております。 

  

② 【発行済株式】 

  

 
(注) １. Ａ種優先株式は、現物出資（債務の株式化 599百万円）によって発行されたものであります。 

２. Ａ種優先株式に係る行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の特質につきましては、普通株式を対価とす

る取得請求権の行使に際して、株価の変動による取得価額の変動により普通株式の交付数は増減し、その修

正基準・頻度及び取得価額の下限を定めているほか、当社取締役会の定める日をもって、本優先株式の全部

の取得を可能とする旨を定めており、これらの詳細については、下記４(5)に記載のとおりであります。 

３. Ａ種優先株式に係る行使価額修正条項付新株予約権付社債券等に表示された権利の行使に関する事項につい

ての当該行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の所有者との間の取決め、及び提出者の株券等の売買に

関する事項についての当該行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の所有者との間の取決めはありませ

ん。 

４. Ａ種優先株式の内容は次のとおりであります。 

 (1) 単元株式数は１株であります。 

 (2) 優先配当金 

① 優先配当金 

 イ 当社は、期末配当金の支払いを行うときは、Ａ種優先株式を有する株主（以下、「Ａ種優先株主」と

  いう。）またはＡ種優先株式の登録株式質権者（以下、「Ａ種優先登録株式質権者」という。）に対 

  し、下記(9)①の定める支払順位に従い、Ａ種優先株式１株につき下記ロに定める額の金銭（以下、 

  「Ａ種優先配当金」という。）を支払う。但し、当該期末配当金にかかる基準日の属する事業年度中の

  日を基準日として下記②に定めるＡ種優先中間配当金を支払ったときは、当該Ａ種優先中間配当金を控

  除した額とする。 

 ロ Ａ種優先配当金の額は、１百万円に、それぞれの事業年度毎に下記の年率を乗じて算出した額とす 

  る。 

記 

平成23年３月期から平成30年３月期までの間＝０％ 

  平成31年３月期以降＝０．３％ 

    ② 優先中間配当金 

  当社は、中間配当金の支払いを行うときは、Ａ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に対し、下記

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 245,300,000 

Ａ種優先株式 599 

計 245,300,000 

種類
第１四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成24年６月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成24年８月10日)

上場金融商品取引所 
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名

内容

普通株式 99,573,086 99,573,086 
大阪証券取引所 
ＪＡＳＤＡＱ 

（スタンダード)

単元株式数
100株

Ａ種優先株式 
（当該優先株式は行使
価額修正条項付新株予
約権付社債券等であり

ます。）

599 599 ― (注)１、２、３、４

計 99,573,685 99,573,685 ― ―
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 (9)①の定める支払順位に従い、上記①ロに定める額の２分の１を限度として、取締役会の決議で定める 

 額の金銭（以下、「Ａ種優先中間配当金」という。）を支払うものとする。 

    ③ 非累積条項 

  Ａ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に対して支払うＡ種優先株式１株当たりの剰余金の配当の

 額がＡ種優先配当金の額に達しないときであっても、そのＡ種優先株式１株当たりの不足額は翌事業年度

 以降に累積しない。 

    ④ 非参加条項 

  Ａ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に対しては、Ａ種優先配当金を超えて剰余金の配当は行わ

 ない。 

  (3) 残余財産の分配 

① 残余財産の分配 

  当社の残余財産の分配をするときは、下記(9)②の定める支払順位に従い、Ａ種優先株式１株につき、

 １百万円を支払う。 

    ② 非参加条項 

  Ａ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に対しては、上記①のほか残余財産の分配は行わない。 

  (4) 議決権 

  Ａ種優先株主は、平成22年11月25日に成立した事業再生計画の一環として、自己資本の充実及び早急な資

金調達を実現するとともに当社の有利子負債を減少させて、債務超過を解消するため、株主総会において議

決権を有しない。 

  (5) 普通株式を対価とする取得請求権 

  Ａ種優先株主は、平成30年４月１日以降平成40年３月31日（同日を含む。）までの間（以下、「Ａ種転換

請求期間」という。）いつでも、当社に対して、普通株式の交付と引換えに、その有するＡ種優先株式の全

部または一部を取得することを請求することができるものとし、当社はＡ種優先株主が取得の請求をしたＡ

種優先株式を取得するのと引換えに、次に定める数の普通株式を、当該Ａ種優先株主に対して交付するもの

とする。 

    ① Ａ種優先株式の取得と引換えに交付する普通株式の数 

  Ａ種優先株式の取得と引換えに交付する普通株式の数は、転換請求にかかるＡ種優先株式の数に１百万

 円を乗じて得られる額を、下記に定める取得価額で除して得られる数とする。なお、Ａ種優先株式の取得

 と引換えに交付する普通株式の数に１株に満たない端数があるときは、これを切り捨てるものとし、この

 場合においては、会社法第167条第３項に定める金銭の交付はしない。 

   ② 当初取得価額 

  当初取得価額は、52円とする。 

    ③ 取得価額の修正 

  Ａ種優先株主が転換請求をする場合、取得価額は、当該転換請求日における時価（以下に定義され 

 る。）の90％（円単位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。）に相当する額に修

 正される（以下、かかる修正後の取得価額を「修正後取得価額」という。）。但し、修正後取得価額が当

 初取得価額の50％に相当する額（但し、下記④に規定する事由が生じた場合、下記④に準じて調整される

 ものとし、以下、「下限取得価額」という。）を下回る場合には、修正後取得価額は下限取得価額とし、

 修正後取得価額が当初取得価額の1000％に相当する額（但し、下記④に規定する事由が生じた場合、下記

 ④に準じて調整されるものとし、以下、「上限取得価額」という。）を上回る場合には、修正後取得価額

 は上限取得価額とする。転換請求日における時価は、各転換請求日に先立つ45取引日目に始まる連続する

 30取引日（以下、本③において「時価算定期間」という。）の株式会社大阪証券取引所における当会社の

 普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない日数を除く。また、円単位

 未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。）とする。 なお、時価算定期間の開始日 

 以降、転換請求日（同日を含む。）までの間に下記④に規定する事由が生じた場合、上記の終値（気配表

 示を含む。）は下記④に準じて当会社が適当と判断する値に調整される。 

    ④ 取得価額等の調整 

 イ 以下に掲げる事由が発生した場合には、それぞれ以下のとおり下限取得価額および上限取得価額（以

  下、「取得価額等」という。）を調整する。但し、本④は、現にＡ種優先株式を発行している場合に限

  り適用される。 
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        Ａ 普通株式につき株式の分割または株式無償割当てをする場合、以下の算式により取得価額等を調整

   する。なお、株式無償割当ての場合には、下記の算式における「分割前発行済普通株式数」は「無償

   割当て前発行済普通株式数（但し、その時点で当会社が保有する普通株式を除く。）」、「分割後発

   行済普通株式数」は「無償割当て後発行済普通株式数（但し、その時点で当社が保有する普通株式を

   除く。）」とそれぞれ読み替える。 

 
   調整後取得価額等は、株式の分割にかかる基準日または株式無償割当ての効力が生ずる日（株式無償

   割当てにかかる基準日を定めた場合は当該基準日）の翌日以降これを適用する。 

  Ｂ 普通株式につき株式の併合をする場合、株式の併合の効力が生ずる日をもって次の算式により、取

   得価額等を調整する。 

 
    Ｃ 下記ニに定める普通株式１株当たりの時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行または当社が

   保有する普通株式を処分する場合（株式無償割当ての場合、普通株式の交付と引換えに取得される株

   式もしくは新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。以下、本④において同じ。）の取

   得による場合、普通株式を目的とする新株予約権の行使による場合または合併、株式交換もしくは会

   社分割により普通株式を交付する場合を除く。）、次の算式（以下、「取得価額等調整式」とい 

   う。）により取得価額等を調整する。調整後取得価額等は、払込期日（払込期間を定めた場合には当

   該払込期間の最終日）の翌日以降、また、株主への割当てにかかる基準日を定めた場合は当該基準日

   （以下、「株主割当日」という。）の翌日以降これを適用する。なお、当社が保有する普通株式を処

   分する場合には、次の算式における「新たに発行する普通株式の数」は「処分する当会社が保有する

   普通株式の数」、「当会社が保有する普通株式の数」は「処分前において当会社が保有する普通株式

   の数」とそれぞれ読み替える。 

 
    Ｄ 当社に取得をさせることによりまたは当社に取得されることにより、下記ニに定める普通株式１株

   当たりの時価を下回る普通株式１株当たりの取得価額をもって普通株式の交付を受けることができる

   株式を発行または処分する場合（株式無償割当ての場合を含む。）、かかる株式の払込期日（払込期

   間を定めた場合には当該払込期間の最終日。以下、本Ｄにおいて同じ。）に、株式無償割当ての場合

   にはその効力が生ずる日（株式無償割当てにかかる基準日を定めた場合は当該基準日。以下、本Ｄに

   おいて同じ。）に、また株主割当日がある場合はその日に、発行または処分される株式の全てが当初

   の条件で取得され普通株式が交付されたものとみなし、取得価額等調整式において「１株当たり払込

   金額」としてかかる価額を使用して計算される額を、調整後取得価額等とする。調整後取得価額等 

   は、払込期日の翌日以降、株式無償割当ての場合にはその効力が生ずる日の翌日以降、また株主割当

   日がある場合にはその日の翌日以降、これを適用する。 

    Ｅ 行使することによりまたは当社に取得されることにより、普通株式１株当たりの新株予約権の払込

   価額と新株予約権の行使に際して出資される財産の合計額が下記ニに定める普通株式１株当たりの時

   価を下回る価額をもって普通株式の交付を受けることができる新株予約権を発行する場合（新株予約

   権無償割当ての場合を含む。）、かかる新株予約権の割当日に、新株予約権無償割当ての場合にはそ

   の効力が生ずる日（新株予約権無償割当てにかかる基準日を定めた場合は当該基準日。以下、本Ｅに

   おいて同じ。）に、また株主割当日がある場合はその日に、発行される新株予約権全てが当初の条件

   で行使されまたは取得されて普通株式が交付されたものとみなし、取得価額等調整式において「１株

   当たり払込金額」として普通株式１株当たりの新株予約権の払込価額と新株予約権の行使に際して出

   資される財産の普通株式１株当たりの価額の合計額を使用して計算される額を、調整後取得価額等と

   する。調整後取得価額等は、かかる新株予約権の割当日の翌日以降、新株予約権無償割当ての場合に

   はその効力が生ずる日の翌日以降、また株主割当日がある場合にはその翌日以降、これを適用する。

   但し、本Ｅによる取得価額等の調整は、当社または当社の子会社の取締役、監査役または従業員に対

   してストック・オプション目的で発行される普通株式を目的とする新株予約権には適用されないもの

   とする。 

調整後取得価額等＝調整前取得価額等×
分割前発行済普通株式数

分割後発行済普通株式数

調整後取得価額等＝調整前取得価額等×
併合前発行済普通株式数

併合後発行済普通株式数

   (発行済普通株式の数
－ 

当社が保有する普通株式の数)
＋

新たに発行する普通株式の数 
× 

１株当たり払込金額

調整後取 
得価額等

＝
調整前取 
得価額等

×
普通株式１株当たりの時価

(発行済普通株式の数－当会社が保有する普通株式の数) 
＋新たに発行する普通株式の数
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   ロ 上記イに掲げた事由によるほか、下記ＡおよびＢのいずれかに該当する場合には、当社はＡ種優先株

  主およびＡ種優先登録株式質権者に対して、あらかじめ書面によりその旨ならびにその事由、調整後取

  得価額等、適用の日およびその他必要な事項を通知したうえ、取得価額等の調整を適切に行うものとす

  る。 

    Ａ 合併、株式交換、株式交換による他の株式会社の発行済株式の全部の取得、株式移転、吸収分割、

   吸収分割による他の会社がその事業に関して有する権利義務の全部もしくは一部の承継または新設分

   割のために取得価額等の調整を必要とするとき。 

    Ｂ 前Ａのほか、普通株式の発行済株式の総数（但し、当会社が保有する普通株式の数を除く。）の変

   更または変更の可能性を生ずる事由の発生によって取得価額等の調整を必要とするとき。 

   ハ 取得価額等の調整に際して計算が必要な場合は、円単位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位

  を四捨五入する。 

   ニ 取得価額等調整式に使用する普通株式１株当たりの時価は、調整後取得価額等を適用する日に先立つ

  45取引日目に始まる連続する30取引日の株式会社大阪証券取引所における当社の普通株式の普通取引の

  毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない日数を除く。また、平均値の計算は、円単位未

  満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。）とする。 

   ホ 取得価額等の調整に際し計算を行った結果、調整後取得価額等と調整前取得価額等との差額が１円未

  満にとどまるときは、取得価額等の調整はこれを行わない。 

 (6) 普通株式を対価とする取得条項 

  当社は、Ａ種転換請求期間中に取得請求のなかったＡ種優先株式の全部を、Ａ種転換請求期間の末日の翌

日以降いつでも、当社取締役会が別に定める日（以下、「強制転換日」という。）が到来することをもって

普通株式の交付と引換えに取得するものとし、当社は、かかるＡ種優先株式を取得するのと引換えに、かか

るＡ種優先株式の数に１百万円を乗じて得られる額を、Ａ種転換請求期間の末日にＡ種優先株主が転換請求

をしたものとみなして修正後取得価額として計算される額で除して得られる数の普通株式をＡ種優先株主に

対して交付するものとする。Ａ種優先株式の取得と引換えに交付すべき普通株式の数に１株に満たない端数

がある場合には、会社法第234条に従ってこれを取扱う。 

 (7) 金銭を対価とする取得条項 

① 当社は、いつでも、当社取締役会が別に定める日（以下、「強制償還日」という。）が到来することを

 もって、法令上可能な範囲で、金銭の交付と引換えに、Ａ種優先株式の全部または一部を取得することが

 できる。この場合、当社は、かかるＡ種優先株式を取得するのと引換えに、下記②に定める額（以下、 

 「強制償還価額」という。）の金銭をＡ種優先株主に対して交付するものとする。なお、Ａ種優先株式の

 一部を取得するときは、按分比例の方法による。  

② 強制償還価額は、Ａ種優先株式１株につき、１百万円とする。 

 (8) 株式の併合または分割、募集株式の割当て等 

① 当社は、Ａ種優先株式について株式の併合または分割は行わない。 

② 当社は、Ａ種優先株主には募集株式の割当てを受ける権利または募集新株予約権の割当てを受ける権利

 を与えず、また株式無償割当てまたは新株予約権無償割当ては行わない。 

 (9) 優先順位 

① Ａ種優先株式および普通株式にかかる剰余金の配当の支払順位は、Ａ種優先株式にかかる剰余金の配当

 を第１順位とし、普通株式にかかる剰余金の配当を第２順位とする。 

② Ａ種優先株式および普通株式にかかる残余財産の分配の支払順位は、Ａ種優先株式にかかる残余財産の

 分配を第１順位とし、普通株式にかかる残余財産の分配を第２順位とする。 

 (10)種類株主総会の決議 

 会社法第322条第２項に規定する定款の定めは定款に定めておりません。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

  該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

  該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

  該当事項はありません。 
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
  

(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

  平成24年６月30日現在 

 
(注) １. Ａ種優先株式の内容は、「１ 株式等の状況 (1) 株式の総数等 ② 発行済株式」の注記に記載しておりま

す。 

２. 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が400株（議決権４個）含ま

れております。 

３. 当第１四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日(平成24年３月31日)に基づく株主名簿による記載をしており

ます。 

  

② 【自己株式等】 

  平成24年６月30日現在 

 
  

該当事項はありません。 

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成24年６月30日 ― 99,573,685 ― 854,500 ― 40,983 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式  Ａ種優先株式   599 ― (注)１

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 
（自己保有株式） 

 普通株式        700
― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 99,571,100 995,711 ―

単元未満株式 普通株式      1,286 ― ―

発行済株式総数 99,573,685 ― ― 

総株主の議決権 ― 995,711 ― 

所有者の氏名 

又は名称
所有者の住所

自己名義 

所有株式数 

(株)

他人名義 

所有株式数 

(株)

所有株式数 

の合計 

(株)

発行済株式 

総数に対する 

所有株式数 

の割合(％)

（自己保有株式） 

株式会社新日本建物

東京都渋谷区代々木二丁目

１番１号 
700 ― 700 0.0 

計 ― 700 ― 700 0.0 

２ 【役員の状況】
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第４ 【経理の状況】 

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内

閣府令第63号)に基づいて作成しております。 

なお、前第１四半期累計期間は四半期財務諸表を作成していないため、四半期損益計算書に係る比較情

報は記載しておりません。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間(平成24年４月１日か

ら平成24年６月30日まで)及び第１四半期累計期間(平成24年４月１日から平成24年６月30日まで)に係る

四半期財務諸表について、清和監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第64号)第５条第２

項により、当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目か

らみて、当企業集団の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げな

い程度に重要性が乏しいものとして、四半期連結財務諸表は作成しておりません。 

なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。 

資産基準         1.3％ 

売上高基準       0.0％ 

利益基準        △1.4％ 

利益剰余金基準  △2.2％ 

※会社間項目の消去後の数値により算出しております。 

  

  

１．四半期財務諸表の作成方法について

２．監査証明について

３．四半期連結財務諸表について
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１【四半期財務諸表】 
(1)【四半期貸借対照表】 

(単位：千円)

前事業年度 
(平成24年３月31日) 

当第１四半期会計期間 
(平成24年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,639,523 1,269,717

売掛金 4,041 1,599

販売用不動産 577,325 840,381

仕掛販売用不動産 3,626,202 3,367,058

未成工事支出金 － 10,738

原材料及び貯蔵品 1,172 1,622

前渡金 97,900 162,025

前払費用 42,686 30,603

立替金 522 571

その他 17,161 50,873

貸倒引当金 △1,478 △234

流動資産合計 6,005,059 5,734,958

固定資産   

有形固定資産   

建物 126,087 147,809

減価償却累計額 △80,298 △81,161

建物（純額） 45,789 66,647

構築物 22,259 22,259

減価償却累計額 △15,064 △15,260

構築物（純額） 7,194 6,998

工具、器具及び備品 10,250 13,561

減価償却累計額 △9,906 △10,056

工具、器具及び備品（純額） 344 3,504

土地 110,008 110,008

有形固定資産合計 163,336 187,159

無形固定資産   

ソフトウエア 24,356 24,050

その他 1,299 1,069

無形固定資産合計 25,655 25,120
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(単位：千円)

前事業年度 
(平成24年３月31日) 

当第１四半期会計期間 
(平成24年６月30日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 395,259 394,100

関係会社株式 0 0

その他の関係会社有価証券 2,952 2,952

出資金 22,040 22,040

関係会社長期貸付金 400,000 400,000

破産更生債権等 11,275 11,215

長期前払費用 55 38

長期未収入金 1,365,198 1,366,453

差入保証金 169,095 170,185

その他 4,030 3,759

貸倒引当金 △1,751,275 △1,751,215

投資その他の資産合計 618,632 619,531

固定資産合計 807,624 831,811

資産合計 6,812,684 6,566,770

負債の部   

流動負債   

買掛金 1,000 1,000

工事未払金 102,301 147,366

短期借入金 1,788,500 1,524,000

1年内返済予定の長期借入金 685,983 499,032

未払金 22,528 7,938

未払費用 125,081 107,166

未払法人税等 5,409 1,502

前受金 103,981 20,286

預り金 17,315 18,566

賞与引当金 17,083 8,716

関係会社整理損失引当金 275,413 275,413

その他 1,029 45,616

流動負債合計 3,145,629 2,656,606

固定負債   

長期借入金 2,256,884 2,401,489

退職給付引当金 51,745 54,537

繰延税金負債 1,577 1,164

その他 14,168 13,909

固定負債合計 2,324,376 2,471,101

負債合計 5,470,005 5,127,708
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(単位：千円)

前事業年度 
(平成24年３月31日) 

当第１四半期会計期間 
(平成24年６月30日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 854,500 854,500

資本剰余金   

資本準備金 40,983 40,983

資本剰余金合計 40,983 40,983

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 444,735 541,864

利益剰余金合計 444,735 541,864

自己株式 △388 △388

株主資本合計 1,339,830 1,436,959

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 2,848 2,102

評価・換算差額等合計 2,848 2,102

純資産合計 1,342,679 1,439,062

負債純資産合計 6,812,684 6,566,770
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(2)【四半期損益計算書】 
【第１四半期累計期間】 

(単位：千円)

当第１四半期累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年６月30日) 

売上高  

流動化販売高 696,908

マンション販売高 1,754,332

戸建販売高 229,882

その他 9,319

売上高合計 2,690,443

売上原価  

流動化販売原価 637,584

マンション販売原価 1,339,602

戸建販売原価 207,177

その他 3,951

売上原価合計 2,188,315

売上総利益 502,127

販売費及び一般管理費  

販売手数料 52,700

広告宣伝費 88,068

貸倒引当金繰入額 △1,303

役員報酬 12,870

給料及び手当 77,806

賞与引当金繰入額 7,434

退職給付費用 2,930

法定福利費 11,576

福利厚生費 2,200

交際費 7,732

支払手数料 22,116

賃借料 5,277

租税公課 15,879

地代家賃 17,064

減価償却費 4,767

その他 32,042

販売費及び一般管理費合計 359,163

営業利益 142,963
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(単位：千円)

当第１四半期累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年６月30日) 

営業外収益  

受取利息 59

受取配当金 751

受取地代家賃 6,281

業務受託料 1,200

その他 2,044

営業外収益合計 10,335

営業外費用  

支払利息 51,547

その他 3,268

営業外費用合計 54,815

経常利益 98,484

税引前四半期純利益 98,484

法人税、住民税及び事業税 1,355

法人税等合計 1,355

四半期純利益 97,129
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【継続企業の前提に関する事項】 

 該当事項はありません。 

  

【会計方針の変更等】 

 該当事項はありません。 

  

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

 該当事項はありません。 

  
【注記事項】 

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係) 

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。 

  

 
  

(株主資本等関係) 

当第１四半期累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日) 

１．配当金支払額 

 該当事項はありません。 

  

２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末

日後となるもの 

該当事項はありません。 

 (自 平成24年４月１日 
至 平成24年６月30日) 

当第１四半期累計期間

 減価償却費 4,776千円
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

当第１四半期累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 
(注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、賃貸事業、建築請負事業、仲介事

業、コンサルティング事業等を含んでおります。 

２ セグメント利益又は損失（△）の調整額△105,736千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用で

あり、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

３ セグメント利益又は損失（△）は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

   (単位：千円)

 

報告セグメント
その他 

（注）１
合計

調整額 

（注）２

四半期 

損益計算書 

計上額 

（注）３流動化事業
マンション 

販売事業

戸建 

販売事業
計

売上高         

外部顧客への売上高 696,908 1,754,332 229,882 2,681,123 9,319 2,690,443 ― 2,690,443 

セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
― ― ― ― ― ― ― ― 

計 696,908 1,754,332 229,882 2,681,123 9,319 2,690,443 ― 2,690,443 

セグメント利益又は 

損失（△） 
45,384 212,797 △14,647 243,534 5,165 248,700 △105,736 142,963 
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(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及

び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。  

  

該当事項はありません。 

  

項目 (自  平成24年４月１日 
至  平成24年６月30日) 

当第１四半期累計期間

(1) １株当たり四半期純利益金額 0円98銭

    (算定上の基礎) 

    四半期純利益金額(千円) 97,129 

    普通株主に帰属しない金額(千円) ―

    普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 97,129 

    普通株式の期中平均株式数(株) 99,572,361 

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 0円82銭

    (算定上の基礎) 

    四半期純利益調整額(千円) ―

    普通株式増加数(株) 18,718,750 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
事業年度末から重要な変動があったものの概要 

―

２ 【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 
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平成24年８月10日

株式会社新日本建物 

取締役会  御中 

 

  
 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社新日本建物の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第29期事業年度の第１四半期会計期間

(平成24年４月１日から平成24年６月30日まで)及び第１四半期累計期間(平成24年４月１日から平成24年６

月30日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。 

  
四半期財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半

期財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半

期財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含ま

れる。 

  
監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表

に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ

ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され

た手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  
監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社新日本建物の平成24年６月30日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。 

  
利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以  上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

 
清 和 監 査 法 人 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士    筧  悦生  印 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士    戸谷 英之  印 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２．四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



 
  

  

【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成24年８月10日 

【会社名】 株式会社新日本建物 

【英訳名】 SHIN-NIHON TATEMONO CO.,LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長兼社長執行役員 事業本部長 

 池 田 友 彦 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 東京都新宿区新宿四丁目３番17号 

【縦覧に供する場所】 株式会社新日本建物北関東支店 

 （埼玉県さいたま市大宮区吉敷町一丁目103番地） 

 株式会社大阪証券取引所 

 （大阪府大阪市中央区北浜一丁目８番16号） 



当社代表取締役社長 池田 友彦 は、当社の第29期第１四半期(自 平成24年４月１日 至 平成 24年

６月30日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いた

しました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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